
 

事業実施状況 効果・評価

1 単独 図書館パワーアップ事業 教育 図書室における感染リスクを低減するため、弥彦村図書室に図書除菌機を導入するもの R4.4 R5.3 1,320        1,080
 公民館図書室に図書除菌機
を導入した。

 図書の貸し出しにおける感染
予防対策を充実することで感
染リスクの低下につながっ
た。

2 単独 公共的空間安全・安心確保事業（美術館） 教育

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、弥彦の丘美術館トイレの自動水栓化改修工事を
行うもの
・男子トイレ1基
・手洗い１か所
・洋式トイレウオシュレット設置
・掃除用流し取替

R4.4 R4.11 500          500
 弥彦の丘美術館のトイレの
自動水栓化改修工事を実施
した。

 不特定多数の人に利用され
ている美術館トイレの改修工
事を実施したことにより、感染
リスクの低下につながった。

3 単独
公共的空間安全・安心確保事業（サン・ビレッジ弥
彦）

教育

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、サン・ビレッジ弥彦トイレの自動水栓化改修工事
を行うもの
・洋式化　男子トイレ１基　女子トイレ２基
・手洗い　男子トイレ２か所　女子トイレ２か所　誰でもトイレ１か所
・ウォシュレット設置　男子トイレ２か所　女子トイレ３か所　誰でもトイレ１か所

R4.4 R4.10 2,520        2,520
 体育施設（サン・ビレッジ弥
彦）のトイレの洋式化、自動水
栓化改修工事を実施した。

 不特定多数の人に利用され
ている体育館トイレの改修工
事を実施したことにより、感染
リスクの低下につながった。

4 単独 オンライン・遠隔教育のための環境整備事業 教育

新型コロナウイルス感染症により、小中学校が臨時休業になった場合に備え、遠隔教育のた
めに必要な機材等を購入するもの
・WEBカメラ　小学校1台　中学校1台
・WEBカメラ用卓上スタンド　小学校1台　中学校1台
・ワイヤレスマイク　小学校1台　中学校1台
・無線LAN対応プリンター　小学校1台　中学校1台
・家庭用充電器　小学校（iPad）460台
　　　　　　　　　　　中学校（Surface）250台
・持ち帰り用保護ケース　中学校250個
・持ち帰り用収納ケース　小460個　中250個

R4.4 R5.3 4,505        4,505

 小中学校が臨時休業になっ
た場合に備え、遠隔教育のた
めに必要な機材等を購入し
た。

 臨時休業時のタブレットの持
ち帰りにも対応することがで
き、児童・生徒に学びの保障
をすることができた。

5 単独 公共的空間安全・安心確保事業（保健センター）
健康
推進

保健センターの主な利用者は高齢者、乳幼児及びその保護者に加えて、桜井の里・地域包
括支援センター関係者など不特定多数が出入りする施設である。正面玄関が手動の開き戸
となっているため、感染症対応が必須となっている。新たに自動ドアを設置し、衛生環境の改
善を図るもの
・自動ドア設置

R4.4 R4.7 998          998          
 令和４年６月30日に、自動ド
アを設置し、事業を完了した。

 間接的な接触を伴う、手動の
開き戸を自動ドアに変更する
ことにより、施設利用者間に
おける、接触感染リスクの低
下につながり、衛生環境の改
善を図ることができた。

6 単独 公共的空間安全・安心確保事業（保健センター）
健康
推進

保健センターの主な利用者は高齢者、乳幼児及びその保護者に加えて、桜井の里・地域包
括支援センター関係者など不特定多数が出入りする施設である。
冷暖房期においては、エアコンの経年劣化に加え換気も行っていることから、健診事業の会
場としては著しく環境が悪化しており、特定健診・がん検診は別会場を使用している状況であ
る。
感染症に対応した空気清浄機能付エアコンを整備し、衛生環境の改善を図るもの
・エアコン設置①（リハビリ室）
・エアコン設置②（健康何でも相談室・すこやか相談室）

R4.4 R4.7 2,270        2,270        

 【エアコン設置①（リハビリ
室）】
令和４年６月30日に、エアコン
を設置し、事業を完了した。

【エアコン設置②（健康何でも
相談室・すこやか相談室）　】
令和４年７月８日に、エアコン
を設置し、事業を完了した。

 空気清浄機能付エアコンを
整備することで、空気中に浮
遊するウイルスによる、施設
利用者間における、空気感染
リスクの低下につながり、衛
生環境の改善を図ることがで
きた。

7 単独 公共的空間安全・安心確保事業（保健センター）
健康
推進

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、保健センタートイレの照明自動点灯化改修工
事を行い衛生環境のさらなる向上のため実施するものである。
・トイレ照明自動点灯化改修　4か所

R4.4 R4.8 319          319
 令和４年６月30日に、トイレ
照明自動点灯化を行い、事業
を完了した。

 間接的な接触を伴う、トイレ
の照明をを自動点灯化するこ
とにより、施設利用者間にお
ける、接触感染リスクの低下
につながり、衛生環境の改善
を図ることができた。
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8 単独
GoToトラベル2.0併用
温泉W割キャンペーン委託事業

観光

国が実施を予定しているGoToトラベル2.0キャンペーンと併用できる温泉旅館割引キャンペー
ンを実施し、地域クーポンによる飲食・小売商店への利用促進を図ることで、温泉旅館だけで
なく観光地全体の需要底上げを行うもの。
・１泊につき宿泊割引 2,000円・5,000泊分
・日帰り温泉割引 500円・7,500回分
・キャンペーン広報費
・業務委託事務費

 R4.4 R5.3 13,764 13,421

 宿泊補助（2,000円）とアン
ケート回答で抽選で10,000円
の宿泊・飲食補助券、日帰り
温泉利用者に500円の利用券
を配布。

 新型ウイルス感染拡大の影
響が大きい宿泊施設と日帰り
温泉施設の利用促進を図るこ
とができた。

9 単独 おもてなし広場児童公園設置事業 観光

おもてなし広場フードコート裏の小庭に児童が屋外にて遊ぶことができる公園と保護者が児
童を見守ることのできるテラス席を設け、新型コロナウイルス感染症下においても、三密を回
避した屋外観光施設を整備すると共に、弥彦観光地へのファミリー層の取り込みを図るも
の。
・テラス席屋根工事

R4.4 R4.11 4,298        4,298
 おもてなし広場フードコートの
テラス席に下屋を設置した。

 下屋を設置したことで雨天時
でもテラス席を利用すること
ができるようになった。これに
よりフードコート内の三密回避
と、フードコート利用促進を図
ることができた。

10 単独 乳幼児の公共的空間安全確保事業 観光

現状ワクチン接種が認められておらず免疫機能も不完全な乳幼児の感染対策として、観光
案内所内に乳幼児専用の個室空間（ベビールーム）を用意し不特定多数の方が訪れる観光
地において乳幼児の感染リスク低減を図るもの。
・ベビールーム設置

R4.4 R4.8 3,141        3,141
 観光案内所内に可動式ベ
ビーケアルームを設置した。

 不特定多数が訪れる観光地
において乳幼児の感染リスク
低減を図れた。

11 単独 コンビニ交付システム構築事業 住民

行政手続きのスマート化、行政事務のデジタル化として、マイナンバーカードを利用したコン
ビニでの住民票、印鑑証明発行サービスを導入することで窓口の三密を回避するもの
・コンビニ証明交付システムパッケージ
・ネットワーク設計及び設定、環境構築
・動作確認

R4.4 R5.2 6,600        6,600        
 コンビニ交付サービスを実施
した。

 窓口業務の混雑緩和に寄与
した。

12 単独 書かない窓口システム導入業務委託料

デジ
タル
行政
推進

行政手続きのスマート化、行政事務のデジタル化として、来庁者が紙の申請書を手書きする
ことなく、窓口での職員とのやり取りで電子データの申請書を作成することで来庁者の利便
性向上を図る。
また、スマートフォン等を使用して、自宅等で申請データを作成して、役場窓口では申請デー
タの確認及び本人確認を行うだけで済むように、来庁時の時間短縮を図り、感染症対策とす
る。
・PC、タブレット3台
・QRコードリーダー
・システム構築

R4.4 R5.2 2,750        1,316
 書かない窓口システム「ゆび
ナビぷらす」を導入した。

 システムを導入したが運用準
備が難しく、利便性向上につ
ながっていない。

13 単独 防災活動支援事業 防災

新型コロナウイルス感染症対策として各避難所の収容人数を減らしたことにより、避難所数
が増加することとなったが、これら増加した避難所へ生活物資や食料、またマンパワーを輸
送する手段として車両を購入するもの。
・輸送用車両

R4.4 R4.12 3,106        3,106

 避難所の増加に伴い、避難
所運営に必要な物資や食料
等の備蓄品や職員等を輸送
するためのワゴン車を購入し
た。

 避難所開設準備の段階から
必要な物資や食料等の効率
的な運搬を行うことが可能と
なった。

14 単独 防災活動支援事業 防災

新型コロナウイルス感染症対策として各避難所の収容人数を減らしたことにより、避難所数
が増加することとなったが、電気自動車を購入することによりこれら増加した避難所へ電源を
供給し、避難所のTVやラジオ、また場合によっては避難者のスマートフォンなどへ給電する。
・電気自動車

R4.4 R4.12 6,049        6,049

 避難所の増加に伴い、避難
所のＴⅤやラジオ等の情報
ツールの電源を供給するため
の電気自動車を購入した。

 災害時における外部給電機
能の周知と避難所への電源
確保が出来る環境が整備さ
れた。
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15 単独
金銭面での支援等を併せて行う事業者支援事業
（温泉事業特別会計繰出）

建設
企業

新型ウイルス感染症の影響により観光客数が減少し、施設収入が減収する温泉宿泊施設や
日帰り温泉施設に対して、令和４年４月から温泉使用料の６箇月分を免除し、経済支援を図
るもの。（温泉事業特別会計の温泉使用料免除に係る費用）
・温泉事業特別会計に繰り出し、温泉使用料である温泉給湯収入を交付対象経費とする
・湯神社温泉・桜井郷温泉（11件）
　　基本料金 21,000円／月×消費税×11件×6箇月＝1,524,600円
　　超過料金 1,380,000円／月×消費税×6箇月＝9,108,000円

R4.4 R5.3 16,040      9,900

 集客の減少が見込まれ、観
光客を対象にした温泉宿泊施
設及び日帰り温泉施設に、1
年間の温泉使用料を免除し
た。
・湯神社温泉及び桜井郷温泉
（10件）

 人流が制限され、さらにイベ
ントの中止など、温泉地を訪
れる観光客の減少により、苦
境に立たされている温泉施設
への経済支援となった。

16 単独 自宅療養者への支援事業 総務

新型ウイルスによる感染者・濃厚接触者の自宅療養者に対して、食料品などの生活上の便
宜をはかるための経費を支援するもの
・上限20,000円/円
・利用実績84件

R4.4 R5.3 1,602        1,602
 申請のあった84件に生活支
援物資の支給を行った。

 自宅療養者に対して生活支
援物資の支援を行うことによ
り、自宅療養に専念するととも
に感染拡大の防止に寄与し
た。

17 単独 保育園給食費（副食費）の負担軽減事業 教育

新型ウイルス感染症による食材費の物価高騰の影響を受け、給食費（副食費）が増える部分
に交付金を充てることにより、子育て世帯の負担軽減を図るもの。
・１食単価：未満児16円増　３歳以上児：14円増
【弥彦保育園】・16円×7,507食　・14円×12,712食
【二松保育園】・16円×4,961食　・14円×11,643食
【ひかり保育園】・16円×2,683食　・14円×8,743食

R4.4 R5.3 776          776
 食材費の物価高騰の影響を
受け、給食費（副食費）が増え
る部分に村が補助した。

 子育て世帯の経済的負担を
軽減することができた。

18 単独 学校給食費の負担軽減事業 教育

新型ウイルス感染症による食材費の物価高騰の影響を受け、給食費が増える部分に交付金
を充てることにより、子育て世帯の負担軽減を図るもの。
・１食単価20円増
【小学校】
【中学校】

R4.4 R4.9 963          500
 食材費の物価高騰の影響を
受け、給食費が増える部分に
村が補助した。

 子育て世帯の経済的負担を
軽減することができた。

19 単独
水道料金負担軽減事業
（燕・弥彦総合事務組合）

建設
企業

新型ウイルス感染症による物価高騰に直面する生活者および事業者に対する公共料金等
の負担を軽減するため、燕・弥彦総合事務組合が実施する水道料金の基本料金８か月分免
除に対して、弥彦村分を負担するもの。
・令和４年７月メーター検針分～令和５年２月メーター検針分

R4.7 R5.3 41,025      40,885

 基本料金の免除実施対象期
間は、７月から２月メーター検
針分の８か月分で、減免件数
は、計26,307件（官公庁等を
除く）であった。

 基本料金を免除することによ
り、村民の生活費や事業者の
経費に負担軽減が図られた。

20 単独 農作物生産資材高騰対策事業
農業
振興

新型ウィルス感染症の感染拡大長期化に加え、今後、ウクライナ危機を起因とした資材高騰
の影響が懸念される農業者に対し、輸入品に依存した石油製品や肥料等に掛かる生産資材
への支援を行い、農業生産現場の負担軽減を図るもの。販売を前提とした作付面積に対し
単価を乗ずる。（対象農地は水田のほか、畑、樹園地を含む）
・124件

R4.7 R4.10 12,530      12,530
 申請のあった124件に対し支
援を行った。

 生産資材の高騰により農業
経営を圧迫している生産者の
負担軽減により農業経営の
維持につながった。

21 単独 一般廃棄物収集運搬業務支援事業
建設
企業

新型コロナウィルス感染症対策として、原油価格高騰に伴う一般廃棄物収集運搬業務（塵芥
ごみ、資源ごみ、廃蛍光管）に係る燃料費負担軽減として支援する。
・40,000円／台×使用車両4台×1.1＝計176,000円

R4.10 R5.3 176          176
 一般j廃棄物収集運搬委託事
業者の業務に使用する車両
の燃料費を補助した。

 日常生活にかかわる一般廃
棄物の安定したごみ収集運
搬の維持につながった。
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22 単独 配食サービス利用者の負担軽減事業 福祉

新型コロナウィルス感染症対策として、食材費高騰により、配食サービス事業の弁当代が
580円から650円に増額されることから、その増額分に臨時交付金を活用することにより、負
担軽減を図るもの。
交付金充当期間は10月～3月の６か月分
【障害者分】@70円×7,818食＝547,260円
【高齢者分】@70円×376食＝26,320円

R4.10 R5.3 574          574
 弁当代増額分の支援を行っ
た。

 サービス利用者の負担軽減
につながった。

23 単独 農産物生産エネルギー価格高騰対策事業
農業
振興

新型コロナウィルス感染症対策として、燃油、電力等エネルギー価格高騰によりコスト増と
なった農業生産の負担軽減を図る。販売を前提とした作付面積等に対し単価を乗じて支援す
る。
・175件

R4.11 R4.12 2,851        2,851
 申請のあった116件に対し支
援を行った。

 エネルギー価格高騰により
農業経営を圧迫している生産
者の負担軽減により農業経
営の維持につながった。

24 単独 観光索道エネルギー価格高騰対策事業
観光
商工

新型コロナウィルス感染症対策として、電力エネルギー価格高騰によりコスト増となった弥彦
村観光名所の１つ弥彦山ロープウェイの負担軽減を図るもの。
・令和4年度電気料　-　令和3年度電気料

R4.4 R5.3 1,440        1,440

 観光索道（弥彦山ロープウェ
イ）の電気使用料を令和3年
度と比較して増加分を補助し
た。

 エネルギー価格高騰により
経営を圧迫している電気使用
料の負担軽減により観光索
道運行の維持につながった。

25 単独 弥彦村物価高騰対策臨時特別給付金給付事業 総務

新型コロナウイルス感染症対策として、燃料価格や電気料金等のエネルギー価格を含む物
価高騰により影響を受ける村民の生活を支援するため、世帯あたり一万円を給付する。ただ
し、電気・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金対象世帯は除く。
・申請世帯数　2,132世帯
・印刷費
・郵便料
・振込手数料

R5.1 R5.3 21,867      21,867
 申請のあった2,132世帯すべ
てに給付を行った。

 物価高騰の影響を受ける村
民の生活支援に寄与した。

26 単独 畜産飼料高騰対策助成金
農業
振興

新型コロナウィルス感染症対策として、資材高騰の影響を受けている養豚事業者の負担軽
減を図るもの
・母豚1頭あたり20,000円

R4.4 R5.3 11,980      11,980
 申請のあった3件に対し支援
を行った。

 飼料価格の高騰により経営
を圧迫している養豚事業者の
負担軽減により経営維持につ
ながった。

27 単独 中学校給食費無償化 教育

新型コロナウイルス感染症対策として、物価高騰に直面する子育て世帯の負担を軽減する
ため中学校給食費を無償化するもの。
・対象期間　１０月～３月の６か月間
・１食あたり339円、児童数216人　（教職員は除く）

R4.10 R5.3 6,901        3,466
 食材費の物価高騰の影響を
受け、給食費を無償化した。

 子育て世帯の経済的負担を
軽減することができた。

28 補助 小学校給食費無償化 教育

新型コロナウイルス感染症対策として、物価高騰に直面する子育て世帯の負担を軽減する
ため小学校給食費を無償化するもの。
対象期間　９月～３月の７か月間　119回
１食あたり288円、児童数373人　　（教職員は除く）

R4.10 R5.3 12,658      7,002
 食材費の物価高騰の影響を
受け、給食費を無償化した。

 子育て世帯の経済的負担を
軽減することができた。

183,523          165,672合　　　計
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